
 

 

25 カ国、人口４億 5,000 万人、ＧＤＰ10 兆ユーロの単一市場の誕生 

 

  東方拡大の意義とビジネス機会の創出 

   中東欧諸国を中心とする 10 カ国のＥＵ加盟による新たなビジネス機会創出。 

  今後の拡大の動向 

   ブルガリア、ルーマニアの加盟間近。トルコの早期加盟に期待。 

 

  欧州憲法条約 

   条約批准の見通しは不透明だが、拡大ＥＵを効率的に束ねる枠組みが望まれる。

  ＥＵ中期予算（2007－13 年） 

   域外企業の事業活動にも影響する問題。早急に方向性が示されることに期待。

  通貨統合（単一通貨ユーロ） 

   貨幣流通の成功。国際機軸通貨になりつつあり、加盟国のユーロ導入を期待。

ＥＵの拡大 ＥＵの深化 

2006 年 4 月 18 日

（社）日本経済団体連合会

 
日欧経済関係緊密化に向けた課題 

 
 

ＥＵ指令と加盟国法 

企業の声の反映、経済的な影響へ考慮が重要。ＥＵ法が各加盟国で適切に反映されることに

も期待。例：ＥＵ著作権指令（ＥＵＣＤ）、欧州会社（ＳＥ）制度と法人税制の調和 
 
環境政策 

新化学品規制（ＲＥＡＣＨ）： 現実的で域内外差別を生じない環境保護策が必要。 
電気・電子機器の廃棄に関する指令（ＷＥＥＥ）： 制度に柔軟性を持たせることが必要。

 
貿易障壁の除去 

ＥＵでは、家電（テレビ、ＤＶＤプレーヤー：14％）、トラック（22％）、乗用車（10％）

などに依然高関税が存在。ＷＴＯ新ラウンドの（非農産品市場アクセス）分野別関税撤廃・

調和交渉などを通じて高関税の削減を行うべき。 
貿易自由化の観点から、恣意的な関税分類（デジタル複合機、多機能液晶ディスプレイ・モ

ニターなど技術革新がもたらす新製品）の見直しが必要。 
 
国際会計基準 日本の会計基準が国際会計基準と同等であると認められるべき。 
 
競争政策 域外適用については、透明性、納得性が担保される必要あり。 

 

柔軟な労働市場 投資環境整備のためにも、より柔軟な労働市場が必要。 
 

新たなる日欧経済関係に向けて 
「協調と連携を基調とした関係」が無風状態に繫がらぬよう 

留意すべき。 
例：相互承認協定（ＭＲＡ）の範囲拡大 

グローバルな課題をめぐる連携・協力 
 ＷＴＯ新ラウンド 
 地球環境問題 
 ＳＲの規格化（ＩＳＯ）での協力 

 

 知的財産権保護への取り組み 
 ＢＲＩＣｓへの対応 
 少子化・高齢化問題への対応 

関係強化に向けた多層的なアプローチ 

欧州統合に関する基本認識

 

二国間 

 
「日欧協力の 10 年」

「日EU規制改革対話」

ＥＰＡ 
欧州の政府・経済界と

日本経団連の政策対話

 

地域間 

 
アジア欧州 

ビジネス・フォーラム

（ＡＥＢＦ） 
 

 

多国間 

 
ＷＴＯ 
ＯＥＣＤ 

（ＢＩＡＣ） 

「欧州統合と日欧経済関係についての基本的考え方」 


